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資料１－４



情報通信業基本調査の創設及び基幹統計化について

 政府において、「公的統計の整備に関する基本的な計画」（以下、「基本計画」という）を平成２１年３月に閣議決定

 「基本計画」において、「情報通信サービスに関する統計の整備」が盛り込まれ、総務省、経産省の統計について、連携して調査を行い、「平

成22年度を目途」に、情報通信業に関する企業活動の統計を実施することが盛り込まれた。

平成２１年１月以降、総務省（情報通信経済室、政策統括官（統計基準担当）・経産省で、情報通信業に関する統計調査を行うための調整を

実施。

１．経緯

（参考） 「公的統計の整備に関する基本的な計画」（H21.3.13閣議決定）（情報通信関係抜粋）

【本文 第２ 公的統計の整備に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策】

３．社会的・政策的なニーズの変化に応じた統計の整備に関する事項

(1) サービス活動に係る統計の整備

ア 現状・課題等

（略）

イ 取組の方向性

このようにサービス活動に係る統計の整備は着実に進展してはいるものの、今後とも一層の推進が必要である。このため、本計画に

おいては、数多くあるサービス活動に係る統計に関する課題の中から、以下の四点を中心とした取組を行う。第一に、高度化する情報

通信サービスの実態は、府省の垣根を越えた新たな統計を作成することで、網羅的に把握する必要があることから、情報通信サービス

に関する統計の整備を図る。以下、略）

【別表 今後５年間に講ずべき具体的施策】

項 目 具体的な措置、方策等 担当府省 実施時期

３ 社会的・政策的なニーズの変

化に応じた統計の整備に関す

る事項

(1) サービス活動に係る統計の

整備

ア 情報通信サービスに関する

統計の整備

○ 情報通信業の分野において、総務省が実施する統計調査については、「経済

産業省企業活動基本調査」と連携して一元的に行う。具体的には、既存の情報通

信活動に係る統計調査について、企業活動を把握する基幹統計となる「企業活

動基本統計（仮称）」の下に統合して、日本標準産業分類の大分類「Ｇ 情報通信

業」に係る経済産業省と総務省の共管調査として実施し、情報通信業に関する企

業活動の統計を整備する。

総務省、経済産
業省

平成22年を

目途として
実施する。
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■ 平成22年から、情報通信業に属する企業の実態を把握する「情報通信業基本調査」を実施。

具体的には、情報通信業に属する企業の共通事項と、「通信業・放送業」 「テレビジョン番組制作事業者、ラジオ番組制作事業者」

「インターネット附随サービス業」「情報サービス業」「映像・音声・文字情報制作業」の各業の固有事項について調査を行う。

【別紙 ３ 将来の基幹統計化について検討する統計】

府省名 統計名 必要性、具体的措置等 実施時期

総務省 通信・放送産業基本調査

放送番組制作業実態調査

経済産業省企業活動基本調査と連携して一元的に実施する。

具体的には、企業活動を把握する基幹統計となる「企業活動基

本統計（仮称）」の下に統合して、日本標準産業大分類の大分類

「Ｇ 情報通信業」に係る経済産業省と総務省の共管調査として

実施し、情報通信業に関する企業活動の統計を整備する。

平成22年を目途
に実施する。
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経済産業省企業
活動基本調査

基幹統計 新設

経済産業省
企業活動基本調査

情報通信業基本調査

総務省・経済産業省共管の
基幹統計調査

基幹統計
企業活動基本統計（仮称）

平成２２年

平成２４年

平成２５年以降

企業活動基本統計（仮称）の整備計画

情報通信業基本
調査の創設

企業活動基本統計の整備に関す
る関係府省合同検討会議(仮称)

総務省・経済産業省共管の
一般統計調査としてスタート

・企業活動基本統計（仮称）について議論を開
始

《第１ステップ》

《第２ステップ》

《第３ステップ》

経済産業省・基幹統計調査

経済産業省単管の基幹統計
調査

3※平成24年調査も、一般統計調査として実施。



情報通信業基本調査（総務省、経済産業省共管）の枠組み

調査票② 調査票③ 調査票④ 調査票⑤ 調査票⑥

調査票① 調査票① 調査票① 調査票① 調査票①

電気通信業、
放送業

情報通信業の各
業種に固有の調
査事項（２階部分）

情報通信業の全
業種に共通の調
査事項（１階部分）

両省で協力 経済産業省担当総務省担当

放送番組制作業
映像・音声・

文字情報制作業
インターネット

附随サービス業
情報サービス業

（電気通信業）

・登録：しっ皆

・届出：資本金3000万円以上

（民間放送業）

・しっ皆

（有線テレビジョン放送業）

・資本金3000万円以上

（テレビジョン番組制作業）

・しっ皆

（ラジオ番組制作業）

・しっ皆

・資本金3,000万円以上

※「インターネット附随サービス業」「情報サービス業」「映像・音声・

文字情報制作業」において、経済産業省企業活動基本調査で調査

する「従業者50人以上かつ資本金3,000万円以上」の企業分につい

ては、情報通信業基本調査にデータを移送する。

調査対象企業

※１階部分は「企業
活動基本調査」の調
査項目とほぼ同様。
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（電気通信業、放送業用）

※平成21年以前は、通信・放送産業基本調査

※平成22年以降は、情報通信業基本調査（調査票②）

（放送番組制作業用）

※平成21年以前は、放送番組制作業基本調査

※平成22年以降は、情報通信業基本調査（調査票③）

(%)

（参考）電気通信業、放送業、放送番組制作業の有効回答率の推移
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